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令 和 ８ 年 度 若 狭 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算 

 

（総 則） 

第１条 令和８年度若狭町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）水 洗 化 戸 数 

（２）年 間 総 排 水 量 

（３）１ 日 平 均 排 水 量 

 ５，０９０戸 

２，１８８，９０５㎥ 

５，９９７㎥ 

 

 

 

（４）主要な建設改良事業 下水道施設改良事業 事業費 ３１２，３４０千円  

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

 

収          入 

第１款 下 水 道 事 業 収 益 ８８０，９２６千円  

第１項 営 業 収 益 ３４８，８３４千円  

第２項 営 業 外 収 益 ５３２，０９２千円  

支          出 

第１款 下 水 道 事 業 費 用 ８８０，９２６千円  

第１項 営 業 費 用 ８４６，９２９千円  

第２項 営 業 外 費 用 ３２，９９７千円  

第４項 予 備 費 １，０００千円  

    



- 2 - 
 

- 2 - 

 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額２５７，７

５６千円は、過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１２，２５４千円及び過年度分損益勘定留保資金２４５，

５０２千円で補てんするものとする。）。 

 

 

（継続費） 

第５条 継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。 

款 項 事業名 総額 年度 年割額 

１資本的支出 １建設改良費 
三方浄化センター

整備事業 

千円 

５００，０００ 令和８年度 

千円 

１４０，０００ 

令和９年度 ３６０，０００ 

 

（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

収          入 

第１款 資 本 的 収 入 ３９６，７５１千円  

第１項 負 担 金 ２４，３００千円  

第２項 出 資 金 １１８，９９３千円  

第３項 補 助 金 １１９，１５８千円  

第４項 企 業 債 １３４，３００千円  

 

支          出 

第１款 資 本 的 支 出 ６５４，５０７千円  

第１項 建 設 改 良 費 ３１４，０６２千円  

第２項 企 業 債 償 還 金 ３４０，４４５千円  
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起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

下水道建設 

改良事業 
１３４,３００千円 

証書借入 

又は 

証券発行 

５.０％以内 

（ただし、利率見直し方

式で借り入れる資金に

ついて、利率の見直しを

行った後においては、当

該見直し後の利率） 

政府資金については、その融資条件によ

り、銀行その他の場合にはその債権者と協定

するものとする。 

ただし、企業財政その他の都合により据置

期間及び償還期限を短縮し、又は繰上償還若

しくは低利に借換えすることができる。 

 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、１５０，０００千円と定める｡ 

 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

  （１）予定支出の各項の経費及び各項間の経費 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費

の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

  （１） 職員給与費              ５４，３７４千円 

 

（他会計からの補助金） 

第１０条 下水道事業の資金として一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、２７４，９５３千円である。 

 

（たな卸資産購入限度額） 

第１１条 たな卸資産の購入限度額は、２００千円と定める｡ 
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      令 和 ８ 年 ２ 月 ２６ 日 提 出 

 

                           若 狭 町 長  渡 辺  英 朗   



収　　入 (単位：千円)

1 下 水 道 事 業 収 益 ８８０，９２６

1 営 業 収 益 ３４８，８３４

1 下 水 道 使 用 料 ３４８，７２０

3 そ の 他 営 業 収 益 １１４

2 営 業 外 収 益 ５３２，０９２

1 受 取 利 息 及 び 配 当 金 ４００

2 他 会 計 補 助 金 ２７４，９５３

3 雑 収 益 ３，００３

4 長 期 前 受 金 戻 入 ２５３，７３６

令 和 ８ 年 度 若 狭 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考
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支　　出 (単位：千円)

1 下 水 道 事 業 費 用 ８８０，９２６

1 営 業 費 用 ８４６，９２９

1 管 き ょ 費 ５，９８０

2 ポ ン プ 場 費 ４１，５３１

3 処 理 場 費 ２１７，５７０

5 総 係 費 ６７，６４１

6 減 価 償 却 費 ５０６，９４３

7 資 産 減 耗 費 ７，２６４

2 営 業 外 費 用 ３２，９９７

1 支払利息及び企業債取扱諸費 ２６，６９７

2 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 ６，０００

3 雑 支 出 ３００

4 予 備 費 １，０００

1 予 備 費 １，０００

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考
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収　　入 (単位：千円)

1 資 本 的 収 入 ３９６，７５１

1 負 担 金 ２４，３００

1 受 益 者 負 担 金 及 び 分 担 金 １９，８００

2 工 事 負 担 金 ４，５００

2 出 資 金 １１８，９９３

1 他 会 計 出 資 金 １１８，９９３

3 補 助 金 １１９，１５８

1 他 会 計 補 助 金 １１９，１５８

4 企 業 債 １３４，３００

1 企 業 債 １３４，３００

資　本　的　収　入　及　び　支　出

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考
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支　　出 (単位：千円)

1 資 本 的 支 出 ６５４，５０７

1 建 設 改 良 費 ３１４，０６２

1 下 水 道 施 設 改 良 費 ３１２，３４０

5 リ ー ス 債 務 支 払 額 １，７２２

2 企 業 債 償 還 金 ３４０，４４５

1 企 業 債 償 還 金 ３４０，４４５

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考
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（単位：千円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失） △ 1,602

減価償却費 506,943

資産減耗費 7,264

貸倒引当金の増減額（△は減少） 250

賞与引当金の増減額（△は減少） 446

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 92

長期前受金戻入額 △ 253,736

受取利息及び受取配当金 △ 400

支払利息 26,697

未収金の増減額（△は増加） 538

前払金の増減額（△は増加） 0

未払金の増減額（△は減少） △ 20,633

小計 265,859

利息及び配当金の受取額 400

利息の支払額 △ 26,697

業務活動によるキャッシュ・フロー 239,562

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △ 308,168

リース債務の増減額（△は増加） 9,214

国庫補助金等による収入 113,194

工事負担金による収入 4,091

受益者負担金及び分担金による収入 18,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 163,669

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 139,480

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 340,445

他会計からの出資による収入 118,993

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 81,972

資金増減額 △ 6,079

資金期首残高 414,385

資金期末残高 408,306

令和8年度若狭町下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和8年4月1日から令和9年3月31日まで）
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（単位：千円）

１　固定資産

（1）有形固定資産

イ 土地 290,923

ロ 建物 2,251,461

減価償却累計額 △ 1,346,640 904,821

ハ 構築物 23,111,173

減価償却累計額 △ 12,545,349 10,565,824

ニ 機械及び装置 7,140,937

減価償却累計額 △ 6,021,076 1,119,861

ホ 車両運搬具 2,971

減価償却累計額 △ 2,822 149

ヘ 工具器具及び備品 4,164

減価償却累計額 △ 3,580 584

ト リース資産 13,505

減価償却累計額 △ 3,205 10,300

チ 建設仮勘定 190,533

有形固定資産合計 13,082,995

（2）無形固定資産

イ その他無形固定資産 22,144

ロ リース資産 0 22,144

無形固定資産合計 22,144

固定資産合計 13,105,139

２　流動資産

（1）現金預金 408,306

（2）未収金 70,032

貸倒引当金 △ 1,220 68,812

流動資産合計 477,118

資産合計 13,582,257

令和8年度若狭町下水道事業予定貸借対照表

（令和9年3月31日）

資　　産　　の　　部
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３　固定負債

（1）企業債 956,847

（2）リース債務 7,651

固定負債合計 964,498

４　流動負債

（1）一時借入金 0

（2）企業債 340,445

（3）リース債務 2,187

（4）未払金 48,666

（5）引当金

イ 賞与引当金 3,332

ロ 法定福利費引当金 674

引当金合計 4,006

流動負債合計 395,304

５　繰延収益

長期前受金 17,254,541

長期前受金収益化累計額 △ 10,716,300

繰延収益合計 6,538,241

負債合計 7,898,043

６　資本金 5,409,661

７　剰余金

（1）資本剰余金

イ 補助金等 0

ロ 工事負担金 306,959

ハ その他資本剰余金 159,196

資本剰余金合計 466,155

（2）利益剰余金

イ 当年度未処理欠損金 191,602

利益剰余金合計 191,602

剰余金合計 274,553

資本金合計 5,684,214

負債資本合計 13,582,257

資　　本　　の　　部

負　　債　　の　　部
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（単位：千円）

１ 営業収益

(1) 下水道使用料 319,746

(2) その他の営業収益 114 319,860

２ 営業費用

(1) 管きょ費 5,058

(2) ポンプ場費 37,411

(3) 処理場費 199,406

(4) 総係費 57,299

(5) 減価償却費 523,238

(6) 資産減耗費 6,299

(7) その他営業費用 0 828,711

営業損失 508,851

３ 営業外収益

(1) 受取利息及び配当金 144

(2) 他会計補助金 277,566

(3) 雑収益 3,003

(4) 長期前受金戻入 259,305 540,018

４ 営業外費用

(1)  支払利息及び企業債取扱諸費 32,379

(2) 雑支出 300 32,679

経常損失 1,512

５ 特別利益 0

６ 特別損失 0

当年度純損失 1,512

前年度未処理欠損金 188,488

当年度未処理欠損金 190,000

令和7年度若狭町下水道事業予定損益計算書

（令和7年4月1日から令和8年3月31日まで）
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（単位：千円）

１　固定資産

（1）有形固定資産

イ 土地 290,923

ロ 建物 2,251,461

減価償却累計額 △ 1,311,908 939,553

ハ 構築物 23,060,468

減価償却累計額 △ 12,135,932 10,924,536

ニ 機械及び装置 6,953,089

減価償却累計額 △ 5,968,476 984,613

ホ 車両運搬具 2,971

減価償却累計額 △ 2,822 149

ヘ 工具器具及び備品 4,164

減価償却累計額 △ 3,299 865

ト リース資産 3,564

減価償却累計額 △ 2,563 1,001

チ 建設仮勘定 138,124 138,124

有形固定資産合計 13,279,764

（2）無形固定資産

イ その他無形固定資産 31,047

ロ リース資産 367 31,414

無形固定資産合計 31,414

固定資産合計 13,311,178

２　流動資産

（1）現金預金 414,385

（2）未収金 70,570

貸倒引当金 △ 970 69,600

流動資産合計 483,985

資産合計 13,795,163

令和7年度若狭町下水道事業予定貸借対照表

（令和8年3月31日）

資　　産　　の　　部
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３　固定負債

（1）企業債 1,157,812

（2）リース債務 0

固定負債合計 1,157,812

４　流動負債

（1）一時借入金 0

（2）企業債 340,445

（3）リース債務 624

（4）未払金 69,299

（5）引当金

イ 賞与引当金 2,886

ロ 法定福利費引当金 582

引当金合計 3,468

流動負債合計 413,836

５　繰延収益

長期前受金 17,119,256

長期前受金収益化累計額 △ 10,462,564

繰延収益合計 6,656,692

負債合計 8,228,340

６　資本金 5,290,668

７　剰余金

（1）資本剰余金

イ 補助金等 0

ロ 工事負担金 306,959

ハ その他資本剰余金 159,196

資本剰余金合計 466,155

（2）利益剰余金

イ 当年度未処理欠損金 190,000

利益剰余金合計 190,000

剰余金合計 276,155

資本金合計 5,566,823

負債資本合計 13,795,163

資　　本　　の　　部

負　　債　　の　　部
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収　　入 （単位：千円）

  

本　年　度

1 880,926 891,852 △ 10,926

1 348,834 351,834 △ 3,000

1 下水道使用料 348,720 351,720 △ 3,000 1 下水道使用料 348,720  下水道使用料

3 その他営業収益 114 114 0 2 手数料 111  排水設備計画確認申請書審査手数料等

3 雑収益 3  公共桝蓋等

2 532,092 540,018 △ 7,926

1 受取利息及び配当金 400 144 256 1 預金利息 400

2 他会計補助金 274,953 277,566 △ 2,613 1 一般会計補助金 274,953  企業債償還利息分等

3 雑収益 3,003 3,003 0 1 雑収益 3,003  原子力立地給付金

4 長期前受金戻入 253,736 259,305 △ 5,569 1 長期前受金戻入 253,736

下水道事業収益

営業収益

営業外収益

比 較 増 減款　　　項　　　目
予　　定　　額 節

前　年　度 区　　分 金　　額

令 和 ８ 年 度 若 狭 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画 明 細 書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

説 明
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支　　出 (単位：千円)

      

本　年　度

1 880,926 891,852 △10,926

1 846,929 852,173 △5,244

1 管きょ費 5,980 5,560 420 11 修繕費 5,700  舗装､マンホール蓋等修繕

13 委託料 50  清掃委託

14 使用料及び賃 30  土地賃貸借料

借料

16 材料費 200  設備等修繕材料

2 ポンプ場費 41,531 41,137 394 3 手当 150  職員手当

11 修繕費 8,200  機器修繕

12 通信運搬費 160  電話料

13 委託料 8,120  清掃委託､緊急出動委託､点検委託

14 使用料及び賃 1,351  監視システム利用料､重機借上料､

借料  土地賃貸借料､有線情報施設使用料

17 光熱水費 50  水道使用料                   

25 動力費 23,500  電気料

3 処理場費 217,570 217,482 88 2 給料 7,540  職員給料

3 手当 90  職員手当

11 修繕費 7,600  機器修繕

12 通信運搬費 440  電話料

13 委託料 104,110  汚泥運搬､施設点検､水質臭気検査等

14 使用料及び賃 120  監視システム利用料､

借料  有線情報施設使用料

17 光熱水費 990  水道使用料

款　　　項　　　目 説 明比 較 増 減

下水道事業費用

営業費用

予　　定　　額 節

前　年　度 区　　分 金　　額

- 16 -
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支　　出 (単位：千円)

      

本　年　度

18 備消耗品費 1,750  消耗品

21 手数料 22,980  汚泥処理手数料

23 薬品費 14,980  消毒剤､凝集剤

24 燃料費 970  処理場燃料代

25 動力費 56,000  電気料

5 総係費 67,641 58,457 9,184 2 給料 23,765  職員給料

3 手当 10,718  職員手当

4 法定福利費 8,097  共済費､社会保険料

5 被服費 465  作業服等

6 印刷製本費 999  納入通知書等印刷

8 報償費 36  審議委員会謝礼

9 旅費 338  普通旅費

12 通信運搬費 744  電話料､システム通信費

13 委託料 9,262  料金システム保守委託､会計支援委託等

14 使用料及び賃 85  有料道路通行料､プリンターリース料

借料

17 光熱水費 726  電気料

18 備消耗品費 764  消耗品

19 負担金 4,614  退職手当組合負担金､下水道協会負担金等

20 保険料 129  賠償責任保険

21 手数料 1,128  口座振替､納付書収納､口座振込手数料

28 車両費 1,515  車検費用等

比 較 増 減款　　　項　　　目 説 明

区　　分 金　　額

予　　定　　額 節

前　年　度

- 17 -
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支　　出 (単位：千円)

      

本　年　度

32 貸倒引当金繰 250  貸倒見込額

入額

33 賞与引当金繰 3,332  次年度支給対象賞与分

入額

34 法定福利費引 674  次年度支給対象賞与分

当金繰入額

6 減価償却費 506,943 523,238 △16,295 35 有形固定資産 497,672  建物､構築物､機械等

減価償却費

36 無形固定資産 9,271  料金システムライセンス料等

減価償却費

7 資産減耗費 7,264 6,299 965 37 固定資産除却 7,264  更新資産等減耗費

費

2 32,997 38,679 △5,682

1 支払利息及び企業債取 26,697 32,379 △5,682 1 企業債利息 26,455  企業債償還利息

扱諸費 2 一時借入金利 188  一時借入金利息

息

3 支払利息 54  リース利息

2 消費税及び地方消費税 6,000 6,000 0 1 消費税及び地 6,000  消費税

方消費税

3 雑支出 300 300 0 2 その他雑支出 300  過年度還付金

4 1,000 1,000 0

1 予備費 1,000 1,000 0 1 予備費 1,000

比 較 増 減款　　　項　　　目
予　　定　　額

前　年　度

説 明
節

区　　分 金　　額

営業外費用

予備費

- 18 -
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収　　入 （単位：千円）

  

本　年　度

1 396,751 367,541 29,210

1 24,300 54,000 △ 29,700

1 受益者負担金及び分担 19,800 22,800 △ 3,000 1 分担金 19,800  下水道新規加入金

金

2 工事負担金 4,500 31,200 △ 26,700 1 工事負担金 4,500  公共桝設置､移設等

2 118,993 158,831 △ 39,838

1 他会計出資金 118,993 158,831 △ 39,838 1 一般会計出資 118,993  企業債償還元金分

金

3 119,158 66,610 52,548

1 他会計補助金 119,158 66,610 52,548 1 国庫補助金 85,000

2 県補助金 34,158

4 134,300 88,100 46,200

1 企業債 134,300 88,100 46,200 1 企業債 134,300

資　本　的　収　入　及　び　支　出

予　　定　　額 節

前　年　度 区　　分 金　　額

説 明

資本的収入

負担金

出資金

補助金

企業債

比 較 増 減款　　　項　　　目

- 19 -
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支　　出 (単位：千円)

      

本　年　度

1 654,507 632,161 22,346

1 314,062 256,654 57,408

1 下水道施設改良費 312,340 255,400 56,940 13 委託料 181,940  三方浄化センター整備事業等

15 工事請負費 130,400  杉山処理区統合に伴う下水道管工事等

5 リース債務支払額 1,722 1,254 468 1 リース債務支 1,722  料金システムリース料

払額

2 340,445 375,507 △35,062

1 企業債償還金 340,445 375,507 △35,062 1 企業債償還金 340,445  企業債償還元金

企業債償還金

説 明比 較 増 減款　　　項　　　目
節

前　年　度 区　　分 金　　額

資本的支出

建設改良費

予　　定　　額

- 20 -
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　（１）総括

　
（単位：千円）

特別職（人） 一般職（人） 報酬 給料 職員手当 計

本年度
( 1 )
7

        31,305         14,296         45,601          8,773         54,374

前年度
( 1 )
6

        28,063         13,182         41,245          7,888         49,133

比　較
( 0 )
1

         3,242          1,114          4,356            885          5,241

本年度            864            767          2,000             565            5,546          4,554

前年度            978            767          1,833             462            336           4,857          3,949

比　較          △114             167             103          △336            689            605

住居手当 児童手当 期末手当 勤勉手当

職員手当
の内訳

管理職手当区　　分 扶養手当 超過勤務手当

給　　与　　費　　明　　細　　書

区　分

１　　一般職

法定福利費

下水道事業会計

宿日直手当  通勤手当

職員数 給　　与　　費

合 計 備　　　　　　　考

- 21 -
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特別職
(人)

一般職
(人)

報酬 給料 職員手当 計

本年度 6         23,765         14,296         38,061          7,575         45,636

前年度 5         20,523         13,182         33,705          6,690         40,395

比　較 1          3,242          1,114          4,356            885          5,241

           864            767          2,000            565          5,546          4,554

           978            767          1,833            462            336          4,857          3,949

         △114             167             103          △336             689            605

区　　分 扶養手当 管理職手当 超過勤務手当  通勤手当 住居手当 児童手当 期末手当 勤勉手当

本年度
職員手当
の内訳

宿日直手当

前年度

比　較

備　　　　　　　考法定福利費

　　ア　会計年度任用職員以外の職員 　　　　　　　　（単位：千円）

区　分

給　　与　　費職員数

合 計

- 22 -
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特別職
(人)

一般職
(人)

報酬 給料 職員手当 計

本年度
( 1 )
1

         7,540           7,540          1,198          8,738

前年度
( 1 )
1

         7,540           7,540          1,198          8,738

比　較      

   

区　　分 扶養手当 管理職手当 超過勤務手当  通勤手当 住居手当 児童手当 期末手当 勤勉手当

本年度
職員手当
の内訳

宿日直手当

前年度

比　較

備　　　　　　　考法定福利費

　　イ　会計年度任用職員 　　　　　　　　（単位：千円）

区　分

給　　与　　費職員数(人)

合 計

- 23 -
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（単位：千円）

説　　明 備　　考

            3,242

            1,114

昇給に伴う増加分

その他の増減分

職員手当

その他の増減分

         1,114 制度改正に伴う増減分

　（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分 増減額

給　　料 給与改定に伴う増減分

増　減　事　由　別　内　訳

         3,242

- 24 -
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区　　分 行政職（一）

平均給料月額（円）                328,600

平均給与月額（円）                362,383

平均年齢（歳）                  44.01

平均給料月額（円）                340,660

平均給与月額（円）                383,000

平均年齢（歳）                  48.00

（単位：円）

国の制度

行政職（一）

高校卒                200,300                200,300

 総合職　　　　 240,400

 一般職　　　　 232,000

区　　分 行政職（一）

               232,000大学卒

　　ア　職員１人当たり給与

　（３）給料及び職員手当の状況

令和8年4月1日現在

令和7年4月1日現在
（当初予算計上時）

　　イ　初任給
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６　級 （　　　）         1  （　　　）      16.7

５　級 （　　　）  （　　　）  

４　級 （　　　）         1  （　　　）      16.7

３　級 （　　　）         2  （　　　）      33.3

２　級 （　　　）  （　　　）  

１　級 （　　　）         2  （　　　）      33.3

計 （　　　）         6  （　　　）     100.0

６　級 （　　　）         1  （　　　）      20.0

５　級 （　　　）  （　　　）  

４　級 （　　　）         1  （　　　）      20.0

３　級 （　　　）         2  （　　　）      40.0

２　級 （　　　）  （　　　）  

１　級 （　　　）         1  （　　　）      20.0

計 （　　　）         5  （　　　）     100.0

令和7年4月1日現在
（当初予算計上時）

　　ウ　等級別職員数

令和8年4月1日現在

区　　　分
行政職（一）

職員数（人） 構成比（％）

- 26 -
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代表的な職種

行政職（一）

                             6                              6

                             6                              6

 ２号給
(人)

                             2                              2

 ４号給
(人)

                             4                              4

 ６号給
(人)

 

 ８号給
(人)

  

                         100.0                          100.0

                             5                              5

                             5                              5

 ２号給
(人)

                             1                              1

 ４号給
(人)

                             4                              4

 ６号給
(人)

 

 ８号給
(人)

  

                         100.0                          100.0

前
年
度

職員数（Ａ）　　　　　　 (人）

昇給に係る職員数　　　　　（Ｂ）（人）

　号給数別内訳

比較（Ｂ）／（Ａ）　　　（％）

本
年
度

職員数（Ａ）　　　　　　 (人）

昇給に係る職員数　　　　　（Ｂ）（人）

　号給数別内訳

比較（Ｂ）／（Ａ）　　　（％）

　　エ　昇給

区　　　分 合　　　計
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６　月 １２月

本年度  ２．３２５月分  ２．３２５月分 ４．６５月分

前年度  ２．３０月分  ２．３０月分 ４．６月分

国の制度  ２．３２５月分  ２．３２５月分 ４．６５月分

区　　　分 20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者  最高限度  その他の加算措置

有

有

47.709月分 47.709月分

　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当  

24.586875月分
国の制度

（支給率等）

支給率等

47.709月分 47.709月分

備考

33.27075月分

24.586875月分 33.27075月分

区　　　分

　

　　オ　期末・勤勉手当

 有

備考

 

　　　　　　　職制上の段階、職務の
　　　　　　　級等による加算措置

 有

 有

支給率計

 支給期別支給率
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　　キ　その他の手当

差異の内容

通勤手当

国の制度との異同

国に同じ

国に同じ

国に同じ

扶養手当

住居手当

　　区　　分

- 29 -
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継 続 費 に 関 す る 調 書 

 

 

款 項 事業名 

全  体  計  画 
 

前前年度 

末までの 

支払義務 

発生額 

 

前年度末 

までの支

払義務発

生(見込)額 

 

当該年度 

支払義務 

発生予定額 

 

当該年度 

末までの 

支払義務 

発生予定額 

 

翌年度以降

の支払義務

発生予定額 

 

継続費の 

総額に対 

する進捗

率 

 

 

備考 

年度 年割額 

同 左 財 源 内 訳 

企業債 
建設改良 

積 立 金 

国 庫 

補助金 

過年度損 

益勘定留 

保資金 

1 資本的

支出 

1 建設改

良費 

三 方 浄

化 セ ン

タ ー 整

備 事 業 

8 

千円 

140,000 

千円 

63,000 

千円 

― 

千円 

77,000 

千円 

― 

千円 

― 

千円 

― 

千円 

140,000 

千円 

140,000 

千円 

― 

％ 

28.0 

 

 

― 

9 360,000 162,000 ― 198,000 ― ― ― ― ― 360,000 ― ― 

計 500,000 225,000 ― 275,000 ― ― ― 140,000 140,000 360,000 28.0 ― 
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注記 

 

Ⅰ 重要な会計方針 

   地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

  １ 固定資産の減価償却の方法 

  （１） 有形固定資産（リース資産を除く） 

       減価償却の方法 定額法による。 

       主な耐用年数 

        建物  ５０年 

        構築物 ４０年 

        機械及び装置 ５～２０年 

  （２） 無形固定資産（リース資産を除く） 

       減価償却の方法 定額法による。 

  （３） リース資産 

       所有権移転ファイナンスリース取引にかかるリース資産 

        自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。 

 

  ２ 引当金の計上方法 

  （１） 賞与引当金及び法定福利引当金 

       職員の期末・勤勉手当及びそれらに係る法定福利の支給に備えるため、当年度末における支給見込み額に 

基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）を計上している。 

  （２） 貸倒引当金 

       債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 

 

  ３ 消費税の会計処理 

     消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 
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Ⅱ セグメント情報の開示 

  １ 報告セグメントの概要 

     下水道事業会計は、公共下水道事業、農業集落排水事業及び漁業集落排水事業の３つを報告セグメントとしてい 

る。なお、各報告セグメントの対象とする処理区は以下のとおりである。 

事業区分 対象とする処理区 

公共下水道事業 三方処理区、熊川処理区、三宅処理区、海越処理区 

農業集落排水事業 三十三地区、田井地区、遊子地区、上中鳥羽地区、瓜生地区、杉山地区、 

堤地区、野木地区 

漁業集落排水事業 世久見地区、小川地区、神子地区、常神地区 

  

２ 報告セグメントごとの営業収益等 

     当年度（自 令和８年４月１日 至 令和９年３月３１日）                 （単位：千円） 

 公共下水道事業 農業集落排水事業 漁業集落排水事業 合計 

営業収益 

営業費用 

１６１，５１０ 

４００，６９７ 

１３８，６００ 

３７１，９１４ 

１７，０２２ 

５０，４７６ 

３１７，１３２ 

８２３，０８７ 

営業損益 

経常損益 

△２３９，１８７ 

４８，３８１ 

△２３３，３１４ 

△３８，７３６ 

△３３，４５４ 

△１１，２４７ 

△５０５，９５５ 

△１，６０２ 

セグメント資産 ７，３０２，８０２ ５，９７５，１９２ ３０４，２６３ １３，５８２，２５７ 

セグメント負債 ４，５４０，５１０ ３，１３３，３２５ ２２４，２０８ ７，８９８，０４３ 

その他の項目 

 他会計繰入金 

 減価償却費 

 有形固定資産及び 

 無形固定資産の増加額 

 

３１５，９６９ 

２５５，２９３ 

 

△６６，９４８ 

 

６３，５３１ 

２３９，２４１ 

 

△１５０，７８８ 

 

１４，４４６ 

１２，４０９ 

 

４，８３０ 

 

３９３，９４６ 

５０６，９４３ 

 

△２１２，９０６ 

 

 

 

 



- 33 - 

 

- 33 - 

 

Ⅲ リース取引により使用する固定資産 

  １ リース取引の処理方法 

     リース料総額が３，０００千円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じ

た会計処理を行っている。 

 


